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医療機関の倒産・休廃業解散動向調査（2024 年） 
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2024 年の医療機関（病院、診療所、歯科医院）の倒産は 64 件、休廃業・解散は 722 件となり、そ

れぞれ過去最多を更新した。倒産、休廃業・解散ともに「診療所」と「歯科医院」が急増し過去最

多となったことで全体を押し上げた。特に経営者の高齢化に伴う「診療所」の休廃業・解散の増

加が目立っている。負債額最大の倒産は「アリシアクリニック」を展開していた医療法人美実会

（負債 72 億 9500 万円）。 
 
 

【カウント対象について】 

・負債額 1000 万円以上かつ法的整理となった「病院」「診療所」「歯科医院」の経営を主業とする事業者 

・倒産件数、休廃業・解散件数は事業者数であり、施設数ではない 

  

SUMMARY 

2025/01/22  

医療機関の「倒産」「休廃業・解散」が過去最多に 

経営者の高齢化、後継者不在が拍車 

2024 年、市場から消えた 

医療機関は過去最多の 

786 件 
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医療機関の倒産・休廃業解散動向調査（2024 年） 

医療機関の倒産は 64 件、過去最多を更新 

2024 年の医療機関（病院・診療所・歯科医院を経営する事業者）の倒産（法的整理、負債 1000 万

円以上）は 64 件となり、2009 年（52 件）を大きく上回って過去最多を更新した。 

業態別では「病院」が 6 件、「診療所」が 31 件、「歯科医院」が 27 件となり、「診療所」「歯科医院」が

過去最多を更新して全体を押し上げた。近年の動向は、コロナ禍前の 2019 年には過去 3 番目となる

45 件の倒産が発生したが、翌 2020 年にはコロナ禍での事業者支援などを背景に 27 件に減少。しか

し、翌 2021 年から増加に転じ、2022 年、23 年と 2 年連続で 40 件を超えた。 

負債総額は 282 億 4200 万円で前年（253 億 7200 万円）から 11.3％増加し、2000 年以降の

25 年間で 5 番目に多い水準となった。 

64 件の倒産主因を分析すると、「収入の減少（販売不振）」が 41 件と全体の 64.1％を占めた。コロ

ナ禍では、感染回避のため通院を控える（コロナ以外の）受診者やワクチン接種を機に施設・設備機器

やサービス面を考慮して、かかりつけ医を見直す受診者が増えたことで、収入が減少したり受診者が

戻らない施設が増加したとみられる。また、コロナ関連補助金の削減、資材価格高騰に伴う材料費（医

薬品や検査キットなど）や設備機器費の増大、人材確保・維持のための賃上げや、コロナ関連融資の返

済開始などの負担も増し、収入減少と支出増加が同時に進行したことで、資金繰りに窮し事業継続を

断念する事業者が増加した。  

医療機関（病院・診療所・歯科医院）経営事業者の倒産件数推移（2000 年～２０２４年）  

  

負債額最大は「アリシアクリニック」を展開していた美実会 

2024 年に発生した 64 件を分析すると、態様別では「破産」が 62 件、「民事再生法」が 2 件となり、

破産が全体の 96.9％を占めた。民事再生法の 2 件はともに病院による申請となっている。 

都道府県別では、東京（14 件）、福岡（8 件）、大阪・神奈川（各 5 件）、埼玉・千葉・滋賀・兵庫（各 3

件）と続き、25 都道府県で発生した。業態別では「診療所」が東京（8 件）、神奈川（4 件）、福岡（3 件）、

「歯科医院」が東京（6 件）、福岡（5 件）、大阪（3 件）の順となった。  
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医療機関の倒産・休廃業解散動向調査（2024 年） 

負債額別では、「1 億円未満」が 29 件（構成比 45.3％）で最も多く、その他は「1 億円～5 億円未満」

（24 件、同 37.5％）、「5 億円～10 億円未満」（3 件、同 4.7%）、「10 億円～30 億円未満」（6 件、同

9.4%）、「30 億円以上」（2 件、同 3.1％）となった。業態別では「病院」が 52 億 3000 万円（平均負債

額 8 億 7100 万円）、「診療所」が 166 億 9400 万円（同 5 億 3800 万円）、「歯科医院」が 63 億 1800

万円（同 2 億 3400 万円）となり、3 業態の平均（医療機関の平均）は 4 億 4100 万円となった。 

負債額最大となったのは、医療脱毛クリニックの「アリシアクリニック」を全国に展開していた医療法

人美実会（負債 72 億 9500 万円）で、美実会の関係法人で同じく「アリシアクリニック」を展開していた

一般社団法人八桜会（同 51 億 7500 万円）が続いた。債権者数は両法人合わせて約 9 万 1800 名に

のぼり大きな話題となった。また、高橋デンタルオフィス（同 19 億円）は、インプラント治療と矯正を専

門に手がけていたが、治療が進まないとして患者が前払い治療費の返還を求める訴訟に発展していた

ほか、治療費とは別に患者に投資や融資話を持ちかけ、この返還を求める訴訟も起こされていた。 

医療機関の業態別負債額分布 （2024 年）  

 

医療機関の主な倒産 （２０２４年）  

 

 

休廃業・解散は 722 件で過去最多を更新、倒産の 11.3 倍に 

2024 年に休業・廃業・解散が判明した医療機関は 722 件となり、2023 年（620 件）を上回って過去

最多を更新した。10 年前（2014 年）と比べて 2.1 倍、20 年前（2004 年）と比べて 5.6 倍に増えている。

業態別では「病院」が 17 件、「診療所」が 587 件、「歯科医院」が 118 件となり、「診療所」と「歯科医院」

が過去最多を更新した。 

事業者名 業　態 所在地 負債額
（百万円）

態　様 施設名

医療法人社団美実会 診療所 東京都港区 7,295 12月、破産 アリシアクリニック　(医療脱毛）

一般社団法人八桜会 診療所 東京都港区 5,175 12月、破産 アリシアクリニック　(医療脱毛）

高橋デンタルオフィス 歯科医院 千葉市中央区 1,900 7月、破産 高橋デンタルオフィス

医療法人社団アブラハムクラブ 病院 宮崎県都城市 1,312 8月、民事再生法 ベテスダクリニック

医療法人篤信会 病院 長崎県佐世保市 1,170 6月、破産 杏林病院

医療法人社団綺整会 歯科医院 東京都新宿区 1,160 3月、破産 透正堂歯科

医療法人石州会 病院 島根県吉賀町 1,013 10月、破産 六日市病院

医療法人社団一元会 病院 埼玉県所沢市 1,000 2月、民事再生法 佐々木記念病院

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

30億円以上 2 6.5% 2 3.1%

10億円～30億円未満 4 66.7% 2 7.4% 6 9.4%

5億円～10億円未満 2 6.5% 1 3.7% 3 4.7%

1億円～5億円未満 2 33.3% 11 35.5% 11 40.7% 24 37.5%

1億円未満 16 51.6% 13 48.1% 29 45.3%

合　計 6 100.0% 31 100.0% 27 100.0% 64 100.0%

病　院 診療所 歯科医院 医療機関合計
負債額
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医療機関の倒産・休廃業解散動向調査（2024 年） 

2024 年の件数は同年の倒産件数（64 件）の 11.3 倍となり、業態別にみると「病院」が 2.8 倍、「診療

所」が 18.9 倍、「歯科医院」が 4.4 倍となり、診療所の数値が突出している。 

休業・廃業・解散が増加し続けている最大の要因は、全体の 81.3％（587 件）を占める「診療所」に

おける経営者の深刻な高齢化にある。帝国データバンクが全国の診療所の経営者（年齢の判明してい

る 1 万 836 人）の年齢分布を調べたところ、70 歳以上の経営者が全体の 54.6％と過半数を占めた。

歯科医院（70 歳以上の経営者は 25.6％）と比べてもいかに深刻であるかが分かる。さらに日本医師会

が全国の病院・診療所に行った「医業承継実態調査」（2020 年）によると、診療所の 50.8％が「現段階

で後継者候補はいない」と回答するなど、今後、高齢化がさらに進むことで、経営者の健康上の問題や

死去によって廃業となる「診療所」は、年々増え続けることが予想される。 

また、施設数に目を向けると、「病院」が 8068 施設、「診療所」が 10 万 5346 施設、「歯科医院」が 6

万 6689 施設 （2024 年 6 月時点、厚生労働省データ）となり、診療所の数が圧倒的に多い。さらに

2014 年以降の 10 年間で「病院」が 438 施設減少、「歯科医院」が 2116 施設減少しているのに対し、

「診療所」は 4594 施設増加しており、競争も熾烈だ。 

医療機関の倒産件数・負債総額、休廃業・解散件数の推移 （2000 年～２０２４年）  

 

病　院 診療所 歯科医院 病　院 診療所 歯科医院

2000年 7 4 7 18 24,837 12 56 13 81 99

2001年 3 13 5 21 8,002 19 50 15 84 105

2002年 6 15 10 31 30,182 12 61 17 90 121

2003年 8 11 9 28 18,165 7 48 9 64 92

2004年 7 15 13 35 18,738 24 90 15 129 164

2005年 8 11 9 28 26,320 19 101 19 139 167

2006年 5 16 9 30 14,855 18 86 15 119 149

2007年 18 19 11 48 47,662 23 78 19 120 168

2008年 7 18 10 35 18,224 19 78 27 124 159

2009年 10 27 15 52 30,157 17 85 13 115 167

2010年 13 16 12 41 35,216 14 111 18 143 184

2011年 5 17 10 32 16,564 25 195 40 260 292

2012年 3 19 15 37 9,823 18 230 35 283 320

2013年 8 15 13 36 12,482 17 246 41 304 340

2014年 5 9 15 29 18,485 27 271 46 344 373

2015年 1 15 9 25 4,893 25 288 46 359 384

2016年 6 16 12 34 23,571 18 375 75 468 502

2017年 2 13 10 25 16,150 26 366 69 461 486

2018年 3 14 23 40 14,030 24 387 76 487 527

2019年 8 22 15 45 22,371 24 444 75 543 588

2020年 4 12 11 27 7,156 19 411 83 513 540

2021年 1 22 10 33 9,403 11 471 84 566 599

2022年 5 20 16 41 18,919 18 428 82 528 569

2023年 3 23 15 41 25,372 18 513 89 620 661

2024年 6 31 27 64 28,242 17 587 118 722 786

倒産

休業・廃業・解散
件数合計

※赤文字は過去最多・最大を示す

件数合計
負債総額

（百万円）
件数合計

休業・廃業・解散倒　産
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医療機関の倒産・休廃業解散動向調査（2024 年） 

今後の見通し 

2024 年の医療機関の倒産件数（64 件）、休廃業・解散件数（722 件）はともに過去最多を更新した。

2023 年度の医療費は約 47 兆 3000 億円となり、高齢化や医療の高度化を背景に 3 年連続で過去最

高を更新したものの、倒産した医療機関の６割以上が収入減少を主因とする倒産となっており、事業環

境が悪化する施設が増えている。背景には施設・サービス面を考慮した受診者の選別意識の高まりや

コ ロ ナ 関 連 補 助 金 の 削 減 、 材 料 費 ・ 人 件 費 の 増 大 、 コ ロ ナ 関 連 融 資 の 返 済 開 始 な ど が あ る 。                                                                                                                             

受診者が減り、資金余力が無くなった施設は、設備の更新ができず、給与・労働条件が悪くなり、スタッ

フも定着せず、サービス品質が低下。結果として、更なる受診者の減少を招くという負のスパイラルに

陥る。こうした小規模事業者が増えていくことで、2025 年も倒産件数は高水準で推移することが予想

される。 

また、休廃業・解散についても、診療所の経営者の高齢化や後継者不在の現状を踏まえると、減少

する要因は見当たらず、時間の経過とともに増え続けるとみられる。 

2024 年は倒産件数、休廃業・解散件数合わせて 786 件となったが、2026 年には同件数は 1000 件

に達する可能性が高まっている。 
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